
1

平成25年度入学者選抜試験（Ｃ日程／平成25.1.27実施）

2年修了コース：法律学試験Ⅰ方式／試験問題【民事訴訟法】／回答のポイント

【問】民事裁判における「証明責任」に関する次の文を読み、各設問に答えよ。

法規範は、所定の要件が充足されると一定の法律効果が生ずることを定める。要件の充足は、

それに該当する事実、すなわち「要件事実」の存否により判断される。が、この要件事実の存

否が不明な場合も考えられる。「証明責任」とは、かような場合に機能する法理である。「自由

心証の働きの尽きたところから、証明責任の機能が始まる」という言葉は、それを端的に表し

ている。

つまり、証明責任とは、民事裁判において自由心証を尽くしても、ある事実の存否が不明の

場合に、その事実を要件とする自己に有利な(1)法律効果の発生が認められないという、当事者

の一方が被る不利益をいう。その意味では、一種の結果責任ともいえよう。

そこで、かかる不利な責任を負うのは誰かが重大な関心事となる。訴訟の当事者は、原告と

被告であるから、ある事実について、原告と被告のどちらが証明責任を負うのかを明らかにす

るルールが、証明責任の分配の基準である。これについては、「(2)法律要件分類説」が通説と

される。

■設問１ 下線部(1)の結論を導く考え方について、「法規不適用の原則」から説明したのち、

それへの批判を試みなさい。

■設問２ たとえば、「Ｐは自己所有の不動産の登記名義がＤにあるとして、Ｄに対し、その所

有権移転登記の抹消登記手続請求の訴えを提起した。この訴訟で、Ｄは、当該不動産はＴがＰ

から買い受け、それをＴより購入し、自己名義の所有権移転登記を経由したものであると主張

した。これに対し、Ｐは、Ｔとの間の不動産売買契約は仮装取引で無効であると主張した」と

いうケースを前提に、Ｄの「善意の第三者」の該当性に関して、証明責任を負うのは誰か、下

線部(2)の考え方に基づいて説明しなさい。

……………………

■出題の趣旨

証明責任の意義と機能に関する基本的な議論を理解し、証明責任分配の基準について具体的

に考察できるか否かを問うた。

■回答のポイント

１ 設問１［40点］

0.何が問われているか 証明責任の意義／機能についての基本的理解を問う。要件事実の

存否不明のときに、所定の法律効果が発生しないということについて、法規不適用の原則の考

え方から説明したうえ、かかる考え方に対する批判的検討をさせるもの。

1.法規不適用の原則とは 実体法規は、その要件に該当する事実が存在すると認められた

ときにはじめて適用されるのであり、要件事実が不存在と認定された場合はもちろん、その存
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否が不明の場合も、当該法規は適用されないと考える。すなわち、事実の存否不明の場合、そ

の事実が存在しているとはいえないと考え、それを法規の不適用に直ちに結びつけるのであり、

自己に有利な法律効果を定めた法規が適用されないことにより、一方の当事者が被る不利益を

証明責任と定義する。 【以上、20点】

2.批判的検討 しかし、実体法規は、要件事実が存在しているときに所定の法律効果を生

ずるものと理解されるが、事実の存否不明という状況は、その事実が存在しないことに定まっ

たわけではなく、存在するかもしれないし、存在しないかもしれないという状況。そうである

ならば、要件事実が存在するか、不存在かが不明の場合には、法規を適用して法律効果を生じ

させてよいのか、それとも生じさせないほうがよいのかという結論は、直截に導くことはでき

ないのではないか。にもかかわらず、要件事実の存否不明を直ちに法規の不適用に結びつける

ことは、そこに論理の飛躍があるのではないか。

むしろ、事実が存否不明のときでも、裁判所が裁判を拒否することはできず、実体法規の適

用の有無を決しなければならないのであるから、この実体法規の適用または不適用を裁判所に

指示する別の規範（証明責任規範）が存在し、それによって要件事実の存否不明の場合に、当

該実体法規の適用または不適用が指示されると考えるべきである。 【以上、20点】

２ 設問２［60点］

0.何が問われているか 設問事例に基づいて、「善意の第三者」という要件に関し、法律要

件分類説から証明責任を分配される当事者は、ＰなのかＤなのかを具体的に論証させる。した

がって、法律要件分類説の考え方を明らかにすることと、設問事例の構造を把握理解すること

は、論述にあたって必須の内容となろう。

1.設問事例の理解 ＰのＤに対する所有権移転登記の抹消登記手続請求の訴え。Ｐ側の主

張は、（Ｄの主張に係る）Ｔへの不動産売買契約が仮装のもの、つまり虚偽表示に基づくもので、

無効（民94条 1項）だから、Ｔに所有権が帰属することはなく、そこからＤに所有権が譲渡さ

れることはないから、Ｄ名義の所有権登記は不実の登記であるということ。ゆえに、訴訟物は、

ＰのＤに対する所有権に基づく妨害排除請求権としての所有権移転登記の抹消登記手続請求権。

したがって、不動産についてのＰの所有権が請求原因、それに対して、ＰＴ間の売買がＤの抗

弁、そして、Ｔへの所有権譲渡（不動産売買）が虚偽表示で無効ということが、Ｐの再抗弁と

なっている。

ただ、民94条は 2項で、「前項の規定による意思表示の無効は、善意の第三者に対抗するこ

とができない」と規定しているので、Ｄが、ＰＴ間の取引について、この「善意の第三者」に

該当するか否かで、ＰＴ間の売買契約の無効の効果が及ぶかどうかが決まる関係にある。

【以上、20点】

2.法律要件分類説とは 実体法規は、その文言や条文相互の構造（1 項と 2 項、本文とた

だし書など）から、①権利の発生を定める「権利根拠規定」、②いったん発生した権利の消滅を

定める「権利消滅規定」、③ある法律効果が発生することを妨げることを定める「権利障害規定」

に分かれ、①については、その要件となる事実（権利根拠事実）の証明責任は、その権利の発

生を主張する者が負担し、②については、その要件となる事実（権利消滅事実）の証明責任は、

その権利の不存在を主張して争う者が負担し、③については、その要件となる事実（権利障害

事実）の証明責任は、その権利の発生を争う者が負担する。

そして、法規は、その要件に該当する事実が存在すると認められたときに適用されるのだか

ら、要件事実が不存在と認定された場合はもちろん、その存否が不明の場合も、当該法規は適

用されない。したがって、たとえば、請求原因として①を提示している場合において、その要
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件事実（権利根拠事実）が存否不明となったときには、その法規が適用されない結果、権利の

発生という法律効果が認められないという不利益を原告が負担することになる。

【以上、20点】

3.具体的検討 Ｐが再抗弁として提出した「Ｔとの間の不動産売買契約は仮装取引で無効」

との主張は、民94条 1項によるもの。この規定は、「相手方と通じてした虚偽の意思表示は、

無効とする」旨定めるものだから、権利の発生を障害する規定。対して、同条 2 項は、1 項の

例外を定める内容といえ、そうすると 2 項は、1 項との相対的な関係において、権利障害規定

といえよう。つまり、2項は、1項という権利障害規定の障害規定となる。こう解すれば、2項

の主張は、再々抗弁であり、Ｄが自らが「善意」であることの証明責任を負担することになる。

ただ、法律要件分類説にあっても、法規の構造等からのみ形式的に証明責任を振り分けるの

ではなく、当事者間の公平など実質的考慮も加味して考える「修正法律要件分類説」という立

場もある。すなわち、94条 2項の立法趣旨に鑑みた場合、この規定は、虚偽の外観を作出した

者よりも、善意の第三者の保護／取引の安全の保護を優先したものであり、したがって、虚偽

表示の当事者の側に、第三者の「悪意」の証明責任を負担させることが、当事者間の公平の見

地から妥当であるとする。つまり、Ｐの再抗弁の一部として、Ｄが悪意であることが組み込ま

れる。 【以上、20点】


